
- 1 - 

令和５年(ネ)第１８１２号 消費者契約法による差止請求控訴事件 

令和６年１２月１９日 大阪高等裁判所第５民事部判決 

                    

          主          文 

    １ 本件控訴を棄却する。 

    ２ 控訴人の当審における訴えの変更（追加請求）を許さない。 

３ 当審における訴訟費用は控訴人の負担とする。 

                事 実 及 び 理 由             

第１ 控訴の趣旨（下記のうち別紙契約条項目録記載２の３．及び４．に係る部分

は当審における追加請求である。） 

 １ 原判決を取り消す。 

 ２ 被控訴人は、消費者との間で、インターネットを経由して、被控訴人運営に

係るテーマパークであるユニバーサル・スタジオ・ジャパンのチケットの購入

契約を締結するに際し、別紙契約条項目録記載の各条項を内容とする意思表示

を行ってはならない。 

 ３ 被控訴人は、前項記載の各条項が記載されたＷＥＢチケットストア利用規約

が印刷された規約用紙及び同規約が掲載されたウェブページを破棄せよ。 

 ４ 被控訴人は、その従業員らに対し、下記の内容を記載した書面を配布せよ。 

記 

当社は、消費者との間でユニバーサル・スタジオ・ジャパンのチケット購入

契約を締結するに際し、別紙契約条項目録記載の各条項を含む意思表示を行い

ませんので、当社が当該各条項を使用したチケット購入契約を行うための事務

は一切行わないようにするとともに、当該各条項が記載されたＷＥＢチケット

ストア利用規約が印刷された規約用紙及び同規約が掲載されたウェブページは

全て破棄してください。 

第２ 事案の概要 
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１ 本件は、適格消費者団体である控訴人が、テーマパーク「ユニバーサル・ス

タジオ・ジャパン」（以下「ＵＳＪ」という。）を運営する被控訴人に対し、

①被控訴人が消費者との間でインターネットを経由してチケットの購入契約を

締結する際に適用される利用規約（ＷＥＢチケットストア利用規約）中にある、

一定の場合を除き購入後のチケットのキャンセルができない旨の条項（別紙契

約条項目録記載１の条項。以下「本件条項１」という。）が、消費者の利益を

一方的に害する条項に該当するなど消費者契約法（以下「法」という。）１０

条及び法９条１項１号の条項に当たると主張するとともに、②上記利用規約中

にある、チケットの転売を禁止する旨の条項（別紙契約条項目録記載２の１．

の条項。以下「本件条項２」といい、本件条項１と併せて「本件各条項」とも

いう。）が、同じく法１０条の条項に当たると主張し、法１２条３項に基づく

差止請求として、本件各条項を内容とする意思表示の停止（前記第１の２）、

本件各条項が記載された上記利用規約が印刷された規約用紙等の破棄（前記第

１の３）及び上記の意思表示の停止等のための被控訴人の従業員らに対する書

面の配布（前記第１の４）を求めた事案である。 

  原審が控訴人の請求を全部棄却したので、これを不服とする控訴人が、本件

控訴を提起した。 

控訴人は、当審において、別紙契約条項目録記載２の３．及び４．（以下、

併せて「本件追加条項」という。）が法１０条の条項に当たると主張して、本

件追加条項について、その意思表示の停止（前記第１の２）、これらの条項が

記載された上記利用規約が印刷された規約用紙等の破棄（前記第１の３）及び

上記の意思表示の停止等のための被控訴人の従業員らに対する書面の配布（前

記第１の４）の各請求を予備的に追加する旨の訴えの変更をした。これに対し

被控訴人は、上記訴えの変更について、異議を述べた。 

２ 前提となる事実（当事者間に争いのない事実、当裁判所に顕著な事実並びに

掲記の証拠及び弁論の全趣旨から容易に認定することができる事実）、関連法
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令の定め、争点及びこれに対する当事者の主張は、下記のとおり補正し、後記

３のとおり当審における控訴人の補充的主張を加えるほかは、原判決の「事実

及び理由」中「第２ 事案の概要」の２ないし４に記載のとおりであるから、

これを引用する。 

 ⑴ 原判決２頁２６行目以下、各「法９条１号」とあるのを全て「法９条１項

１号」に改める。 

 ⑵ 原判決３頁１５行目から１６行目にかけて、４頁２行目から３行目にかけ

て及び１３行目の各（ ）内の記載を、いずれも「争いがない」に改める。 

 ⑶ 原判決４頁２行目の「転売を禁止する旨」を「転売を禁止するなどの旨」

に改め、同行目の「（本件条項２）」の次に「及び本件追加条項」を加える。 

 ⑷ 原判決４頁１７行目の「法９条」を「法９条１項」に改める。 

 ⑸ 原判決５頁１０行目の「次項」の次に「及び第十二条の三第一項」を加え

る。 

 ⑹ 原判決５頁２２行目の「本件条項２」の次に「及び本件追加条項」を加え、

「同条項」を「これらの条項」に改める。 

 ⑺ 原判決１７頁１４行目の末尾に改行の上、下記のとおり加える。 

  「⑺ 本件追加条項が法１０条の要件を充足するか否か（争点７） 

    【控訴人の主張】 

     本件追加条項は、いわゆる権利没収条項であって、その存在自体が消

費者の権利を制限し、消費者の利益を一方的に侵害することは明らかで

ある。」 

３ 当審における控訴人の補充的主張 

⑴ 本件条項 1 の法１０条前段該当性 

チケット購入契約の中心的な要素は、事業者による役務の提供であり、チ

ケット購入契約の法的性質は、典型契約中、準委任契約に最も近いといえる。

そして、チケット購入契約の本質は役務提供契約であり、役務提供契約は、
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役務の提供を受ける必要がある役務受領者の利益のために行われるものであ

り、また、役務受領者にとってその役務の提供を受けることが不要となった

場合あるいは役務の提供を受けることができなくなった場合にまで契約の終

了を認めず、役務提供契約の効力を存続させることは社会経済的に非効率で

あるから、任意解除権が認められるべきである。役務提供者の不利益につい

ては損害賠償等により補填されれば十分である。役務提供性を認める以上、

チケット購入契約においても任意解除権を否定する理由はない。 

  ⑵ 本件条項１の法１０条後段該当性 

   ア 誤購入や急な予定変更により、チケット購入者にとっても思わぬ形で、

チケットが不要となる場合がある。被控訴人が販売する本件チケットは、

一般消費者が購入するチケットとしては高額であり、被害を看過すること

はできない。 

   イ 被控訴人は、本件利用規約を令和４年８月１日に改訂し、スタジオ・パ

スについては、無償で、本来の入場予定日の９０日後までであれば、入場

日を変更することが可能となった。しかし、海外を含む遠隔地からの利用

者については、旅行そのものが中止になったような場合には、９０日以内

にＵＳＪを訪れるように日程を調整することは不可能である。また、枚数

の誤購入や事情変更により、ＵＳＪに来場できない（あるいは、来場予定

者数を超えてチケットを購入してしまった）消費者については、日付変更

ではなく、チケット購入契約のキャンセルやチケットの転売によるしか投

下資本の回収をすることができない。 

ウ 被控訴人は本件条項 1 にはただし書が存在し「法令上の解除または無効

事由等がお客様に認められる場合はこの限りではありません。」とされて

いることをもって、キャンセルには柔軟に対応していると主張するが、誰

がどのような手続でどのような対応をするという組織図やマニュアルもな

く、具体的にどのような場合に「解除または無効」になるのかが分からな
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いため、キャンセルする権利が顧客に認められるとは到底いえず、合理的

な対応は不可能である。 

控訴人のもとには「２０２３年８月１０日に、日程を１日間違えて５枚

のエクスプレス・パスを誤購入してしまい、直後に気が付いたことからす

ぐにＵＳＪに事情を伝えて正しい日付のチケットへの変更を依頼したが、

ＵＳＪからは、『日程変更もキャンセルもできないチケットである』とい

う機械的な対応をされ、結局、再度チケットを購入せざるを得ず、１１万

５１００円が無駄になってしまった。」という相談があった。被控訴人は、

Ｗｅｂサイトからの購入においてそもそも誤購入が発生しないかのように

主張するが、購入者の過失を問えない誤購入が多数発生している。また、

新型コロナウイルスの蔓延というやむを得ない理由に基づいてチケットの

キャンセルが必要となる事態も発生する。そうであるにもかかわらず、被

控訴人においてはいずれの場合においてもチケットのキャンセルについて

は適切な対応をとっていない。 

  ⑶ 本件条項２（転売禁止条項）の法１０条前段該当性 

   ア 長年にわたってキャンセル禁止という状況が許容されてきたのは、チケ

ット購入契約において、広くチケットの転売が認められており、これによ

りチケット購入者は投下資本の回収が可能となり、結果として、消費者に

とって大きな不利益はなかったためである。被控訴人が運営するＵＳＪに

おいて、転売されたチケットによる入場が禁止された際に広く報道された

のは、少なくとも確立した慣習として、チケット購入契約においてはチケ

ットの転売が禁止されていなかったことの証左である。実際に、チケット

の高額転売の問題が生ずるまでは、事業者は、チケットの所持者とチケッ

ト購入者の同一性の確認等は行っておらず、チケット所持者の個性等につ

いては一切問題とせず、チケットを持参したものであれば、利用を認めて

いた。チケット購入時から役務提供時までの間に、被控訴人が主張すると
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ころの「契約上の地位の移転」があったとしても、役務提供者は無条件に

承諾していたのである。被控訴人が主張するように、チケットの譲渡が契

約上の地位の移転に当たるのであれば、事業者の承諾なきチケットの譲渡

は、無効あるいは違法であり、本件条項２のような規定を待たずとも、チ

ケットの譲渡を禁止し、チケットの譲受人による入場を拒絶できたはずで

ある。上記慣習は、チケットの払戻しを一律に認めないという別途の「慣

習」により発生する契約の対価的不均衡を是正するための措置として、

「法的な確信又は法的認識により支持される程度に達していた」ものであ

り、少なくとも「事実たる慣習」であったから、被控訴人がリセールサイ

ト等を全く設けずに本件条項２を設けたことが問題となる。 

法１０条にいういわゆる任意規定には明文規定のみならず、一般的な法

理等が含まれる（最高裁第二小法廷平成２３年７月１５日判決平成２２年

（オ）第８６３号、平成２２年（受）第１０６６号民集６５巻５号２２６

９頁）。法１０条がいわゆる任意規定との比較を法適用の要件とした趣旨

は、一般的な同種の契約との比較において消費者に不利な契約であること

を同条適用の前提条件とし、そのメルクマールとして「公の秩序に関しな

い規定」を要件としたものである。そのため、ここでいう「公の秩序に関

しない規定」は、明文の規定でなくても同種の契約に通用するような一般

的なルールとなっている「一般的な法理」についても該当すると考えられ

ている。そうであれば、同種の契約に広く通用するルールとなっている慣

習についても、上記最高裁判決にいう「一般的な法理等」に含まれると解

すべきである。そして、そのように解しても、条項の不当性は第２要件

（後段要件）の存否によって判断されるため、事業者に生ずる不利益は僅

かなものにすぎない。 

イ チケット購入者が施設において受ける種々の制約は、チケット購入契約

において付随的部分であり、それ自体はチケット転売の法的性質を決める
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要素にならない（チケット購入契約の本質は、チケット代金を支払い、施

設等の利用権を取得するという点にある。）。本件条項２は本来自由であ

る債権譲渡に制約を課している点で、法１０条前段要件該当性があるとい

える。また、本件条項２の３．項は「お客様が購入されたすべてのチケッ

トにつき・・・使用できなくなる措置をとります。」としており、チケッ

トの効用そのものを否定しているのであるから、本件条項２は有体物とし

てのチケットの所有権移転の効果ばかりか、チケットの効力そのものを否

定するものと解され、チケットの所有権の移転を民法で認められている以

上に制約するものであるから、この点でも、法１０条前段該当性があると

いえる。 

ウ 特定興行入場券の不正転売の禁止等による興行入場券の適正な流通の確

保に関する法律（以下「不正転売禁止法」という。）が制定されたが、こ

の法律ですら、禁止しているのは不正転売であって（３条）、全ての転売

を一律に禁止しているわけではない（２条４項）。そもそも、不正転売禁

止法は「興行入場券の適正な流通を確保」するための法律であり（１条）、

転売自体を禁止するものではなく、逆に「興行主等は、興行入場券の適正

な流通が確保されるよう、興行主等以外の者が興行主の同意を得て興行入

場券を譲渡することができる機会の提供その他の必要な措置を講ずるよう

努めるものとする。」としている（５条２項）。そして、実際に特定興行

入場券を販売している事業者は、リセールサイトを開設している。つまり、

不正転売禁止法は、販売価格を限度とする転売を許容しており、むしろ、

そのような転売を権利ないしは法的保護に価すると考えているといえる。 

エ 本件チケットの性質に鑑みれば、転売は慣習上認められた権利であって

法的保護に価する利益を得るための行為である。転売を禁止しているのは、

人気があって、消費者に対し圧倒的に優位な立場にあるごく一部の施設に

すぎないことを考えると、裁判所が、そうした過度の転売権の制限の問題
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点を審査するばかりか、逆に、これを是として容認することは、絶対に許

されない。 

転売行為自体は、投下資本の回収手段として消費者の財産権を守るもの

であり、許容されるべき権利（少なくとも法的保護に価するもの）であっ

て、その制限は比例原則（必要最小限、せいぜい目的との関係で実質的な

関連性を有するもの）の範囲でしか許されない。 

事業者によって、チケット購入者によるチケットの転売が完全に禁じら

れるのであれば、チケット購入者の投下資本の回収の機会を確保し、チケ

ット購入契約における対価的均衡を損なわないよう、事業者は、チケット

購入者によるキャンセルに応じなければならない。チケットの転売または

チケット購入契約のキャンセルが認められることにより対価的均衡が確保

されている状態こそ、チケット購入契約の原則的形態であり、本件条項１

及び本件条項２は、各条項が同時に存在することによって、チケット購入

契約の原則形態よりも消費者の権利を制約するものなのであるから、法１

０条前段該当性が認められるべきことは明らかである。 

  ⑷ 本件条項２の法１０条後段該当性 

ア チケットをキャンセル・転売できることが重要なのは、役務受領者の地

位を保障し、契約の対価的均衡を維持するための手段にすぎない。キャン

セル不可条項によって獲得された役務提供者の利益は、著しく「対価的均

衡」を欠くもので（何人か顧客が来なかったとしても、被控訴人の催しは

行われているのであるから、そのこと自体で被控訴人のコストは影響を受

けない。）、法９条１項１号の趣旨（平均的損害額を超える違約金条項の

無効）からしても許されない。消費者が役務提供を受け得ない状態となっ

たにもかかわらず、事業者が債務を履行した場合と全く同一の対価を得る

ことは損害を超える不当な利益に当たる。そして、チケット購入契約にお

いて上記の対価的均衡を損なう不利益は、チケットの譲渡により解消可能
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であり、それゆえ慣習的にチケットの譲渡は自由とされてきた。 

イ 近年、不正転売対策の必要から、チケットの転売を制限する傾向があり、

本件各条項もその一つであるが、本来禁圧すべきは「不正転売」即ちチケ

ットの購入者（その多くは転売を業とする者である。）が転売によって利

益を得ることであり、①転売目的でチケットを購入した者も、後発的にチ

ケットが不要となった購入者も一律に、②本来の防止目的である定価を超

える転売も、通常転売者に利益の生じない定価以下の転売も一律に禁止し、

③禁止違反の効果として前記のとおり権利没収をし、④その結果、被控訴

人の提供する役務を受領できなくなった購入者はチケット購入契約により

何の見返りも得ることができなくなることが正当化できるか（即ち消費者

に一方的に不利益でないか）が、本件の本質的問題である。本件事案は、

チケットの転売について、消費者契約法がどこまで立ち入らなければなら

ないかを争点とするものである。被控訴人はテーマパークを運営している

のであるから、被控訴人の提供する役務は「映画、演劇、演芸、音楽、舞

踊その他の芸術及び芸能…を不特定又は多数の者に見せ、又は聴かせる」

ものとして、興行に当たることは明らかである（不正転売禁止法２条１

項）。そこで、かかる興行のチケット（入場券）について、平成３０年１

２月に成立した不正転売禁止法が下記のとおり示した「不正転売」に対す

る在り方が、参考にされるべきであるが、被控訴人の「不正転売」に対す

る姿勢は、不正転売禁止法の求めるところにはるかに劣っている。被控訴

人は、本件条項２（転売禁止条項）の目的を「高額転売防止」としながら

「不正転売」だけでなく一切の「転売」を禁止する。それは不正転売禁止

法の定めるところより、過度に広汎である上、誤購入や事情変更の生じた

消費者に対する配慮に欠け（被控訴人第１準備書面２頁によれば、錯誤に

よる誤購入は「重大な過失（民法９５条３項）がある」とされ、本件条項

１ただし書による保護は原則として受けられない。）、前述したとおり、
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転売した場合のサンクションは極めて重大である。 

被控訴人の不正転売（高額転売）防止対策については、興行主の努力も

尽くされておらず、消費者側の利益に対する配慮も低い。そもそも自分の

購入した物を転売することは社会実態として広く行われている行為である

上、キャンセルを禁止した上で過度に転売を禁止することは、上述した役

務受領者の「受益・対価支払を強要されない地位」を害することになり、

許されない。ところが、被控訴人は、一切の転売を禁止しており、それは

不正転売（高額転売）を防止する手段としては、法が許容する範囲を超え

ている。 

ウ 本件条項２は、権利没収条項であること、被控訴人の利益を直接保護す

るものではないことからすれば、本件条項２の法１０条後段要件該当性を

判断するに当たっては、①手段が目的達成のために適合しているか（適合

性の原則）、②目的達成のため他に緩やかな手段があるのに当該手段をと

っていないか（必要性の原則）、③侵害される利益と達成する利益・目的

・手段とが均衡を失していないか（均衡性の原則）を判断しなければなら

ない。被控訴人が主張するように「不正転売を防止するには、一切の転売

自体を禁止する必要がある」として、全ての転売を禁止するのであれば、

それは過度に広汎な制約であって、①目的達成のために適合しておらず、

②必要的でもない上、③均衡も取れていないことから許されない。 

エ 本件条項２の法１０条後段該当性については、控訴人が本件条項 1 の法

１０条後段該当性について述べたところが同様に妥当する。そして、キャ

ンセル不可・転売禁止に伴う、消費者と被控訴人との対価的均衡の喪失状

態を緩和（正当化）する一方策として、転売サイト（リセールサイト）の

開設が考えられるところ、これは、高額転売を禁止しつつ、譲渡による投

下資本の回収が可能となる合理的手段であり、コンサートチケット等で採

用されてきた方策で、別業者へ全部の運営を委託したり、別業者と共同で
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運営することも可能である。しかし、被控訴人は、専用のリセールサイト

を開設せずに、一律に全ての転売を禁止している。 

本件チケットの一部には特定興業入場券に該当するものもあるのである

から、少なくとも当該チケットについて、被控訴人は、不正転売禁止法５

条２項で定めるとおり、「興行主等は、興行入場券の適正な流通が確保さ

れるよう、興行主等以外の者が興行主の同意を得て興行入場券を譲渡する

ことができる機会の提供その他必要な措置を講ずるよう努める」必要があ

る。ここでいう努力義務というのは、努力をすればいいという行為規範だ

けではなく、努力をしなかった場合に法１０条の解釈等を通じて当該行為

が無効になるという評価規範も含まれる。そうでなければ、法律上明記す

る意味もなく、また、そのためのコスト等を興行主が負担するかは、信義

誠実（民法１条２項）といった一般条項を介して柔軟に判断すればいいか

らである。 

しかし、被控訴人は、リセールサイトを開設する能力があるにもかかわ

らず、開設の検討すらしないまま、漫然と本件各条項によってキャンセル

・転売を禁止しているのであるから、それは消費者の利益を「不当に害す

る」ものであって「一方的に害する」ものである。 

リセールサイトを開設したところで、被控訴人は「高額転売の弊害」は

なくならないというような主張（直前にリセールしたら転売業者が損をす

ることはない。）をしているが、コンサートチケット等についても同様で

あり、本質的問題でない。本件条項２は、それ自体、あるいは、本件条項

１の存在と相俟って、消費者が有するチケットの転売権を完全に奪う効果

を有し、チケット購入契約において、双務契約の本質である対価的均衡を

損なうものであるから、信義則に反して消費者の利益を一方的に害するも

のといえる（最高裁第一小法廷令和４年１２月１２日判決令和３年（受）

第９８７号民集７６巻７号１６９６頁参照）。 
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第３ 当裁判所の判断 

１ 控訴人の当審における追加請求である本件追加条項に係る訴えの変更につい

て 

控訴人は、当審において、予備的に本件追加条項に係る訴えの変更申立てを

するところ、本件追加条項は、控訴人の主張するとおり、いわゆる権利没収条

項であって、その存在自体が消費者の権利を制限するものであるということが

できるが、これらによって生じる消費者の不利益は、違約罰に類するものであ

って、キャンセルができない旨の条項（本件条項１）やチケットの転売を禁止

する旨の条項（本件条項２）による不利益とは自ずと性質を異にする。そうす

ると、本件追加条項が本件各条項に違反した場合の効果を規定するものである

点において、本件各条項と密接に関連するとはいえるものの、請求の基礎に変

更がないとはいえず、また、仮にこれを認めた上で審理を行うとすれば、被控

訴人の審級の利益が侵害されることとなる。さらに、上記申立てがなされたの

が本件口頭弁論終結の８日前であることから、被控訴人において、その認否反

論のため、改めて本件追加条項適用の実情の調査をすることによって訴訟手続

の著しい遅延は避けられない。 

  したがって、上記訴えの変更申立てを許すことはできない。 

２ 本件各条項についての当裁判所の判断は、下記のとおり補正し、後記３の

とおり当審における控訴人の補充的主張に対する判断を加えるほかは、原判

決「事実及び理由」中の「第３ 当裁判所の判断」１ないし６に記載のとお

りであるから、これを引用する。 

  原判決２２頁１１行目の「購入した顧客」の次に「に対する購入完了を通

知する電子メール上及び同電子メールの「キャンセルについて」のリンク先

のいずれにも「法令上の解除又は無効事由等が認められる場合」にキャンセ

ルが可能であることを明示し、顧客がこれを容易に認識し得る措置を施した

上で、顧客」を加える。 
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 ⑵ 原判決２２頁１４行目の「乙３１、」の次に「４６、４７、」を加える。 

 ⑶ 原判決３３頁４行目以下、各「法９条１号」とあるのを全て「法９条１項

１号」に改める。 

 ⑷ 原判決３３頁２３行目から３６頁５行目までを下記のとおりに改める。 

  「５ 争点５（本件条項２の法１０条前段該当性）について 

    ⑴ チケットの転売は、被控訴人から役務の提供を受ける権利の譲渡で

あり、債権譲渡であると解することができる。 

そのような役務の提供を受ける権利については、長年、その権利が

化体した無記名の有価証券類似の有体物としてのチケットが発行され、

役務提供の対価である利用料金を支払った顧客が、その権利を表章す

るものとしてチケットを取得し、役務の提供を受ける権利は、チケッ

トの所有権の移転に伴って移転し、当該施設において、チケットの所

持者が役務の提供を受ける権利を有する者として取り扱われてきたこ

とは公知の事実である。そして、被控訴人が本件条項２によって、チ

ケットの転売を禁止することは、商慣行として定着していたチケット

の有価証券類似の機能を新たに制限するものであって、原則自由とさ

れている債権譲渡を制限することになり、任意規定の適用による場合

に比して消費者の権利を制限するものというべきである。 

⑵ これに対し、被控訴人は、チケットの転売は、単純な債権の譲渡で

はなく、特定の日の入場、入場後の物品の購入、施設内での種々の行

動制約等の複合的な権利義務についての契約上の地位の移転に他なら

ず、これには相手方の承諾が原則として必要であるが、契約上の地位

の移転に際して相手方の承諾を要しないとする任意規定は存在しない

と主張する。 

なるほど、被控訴人との間でチケットの購入契約を締結して本件チ

ケットを購入した者は、購入したチケットの内容に応じて、前記２
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のとおり、被控訴人から、非日常的な空間として創られたＵＳＪに入

場させ、アトラクション等を稼働して利用させるなどの役務の提供を

受けることができるものである。また、前記１ エのとおり、チケッ

トの購入者には、手荷物検査、分煙、撮影、危険物等の物品の持込み

禁止等のＵＳＪの園内における各種制約等も遵守することが求めら

れ、仮にチケットの転売が許容されたとしても、チケットを譲り受け

た者は、チケットの購入者が遵守を求められていたこのような制約等

も承継して遵守することが求められると解される。 

しかし、これらは、施設利用者が施設管理者の管理に従うべきであ

るという一般的な規範の下に具体化されたルールを受容するものにす

ぎず、基本的に顧客の個別的な事情に応じて決められたルールを引き

継ぐものではない。したがって、上記のような遵守事項があるからと

いって、チケットの転売の本質が債権譲渡であることを否定すること

はできないし、チケットの転売に被控訴人の承諾を要することの根拠

にもならない。 

⑶ 以上で検討したところによれば、本件条項２について、任意規定の

適用による場合に比して消費者の権利を制限するものということがで

きるので、法１０条前段該当性が認められる。」 

  ⑸ 原判決３６頁７行目から９行目までを下記のとおりに改める。 

   「⑴ 上記５でみたように、本件条項２について、法１０条前段該当性を認

めることができるが、次のとおり、法１０条後段該当性を認めることが

できない。」 

⑹ 原判決３９頁３行目から７行目までを下記のとおりに改める。 

 「 このように、本件条項２は、法１０条前段の要件を充足するものの、同

条後段の要件を充足するということができないのであるから、法１０条の

条項に当たるということはできず、したがって、法１０条の条項に当たる
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として、本件条項２についての差止めを求める控訴人の請求は理由がな

い。」 

３ 当審における控訴人の補充的主張に対する判断 

 控訴人は、前記第２の３⑴のとおり主張する。 

  なるほど、典型的な役務提供契約は、役務の提供を受ける必要がある役務

受領者の利益のために行われるものであり、また、役務受領者にとってその

役務の提供を受けることが不要となった場合あるいは役務の提供を受けるこ

とができなくなった場合にまで契約の終了を認めず、役務提供契約の効力を

存続させることは社会経済的に非効率であるということはできる。 

しかし、典型的な役務提供契約とは異なり、チケットを購入した個々の顧

客と被控訴人との間には人的信頼関係があるわけではない。そして、ＵＳＪ

内で提供される個々の役務と、顧客が購入したチケットに表章される個々の

利用権との間には、直接の対応関係がなく、チケット購入者の個別的な事情

により、役務の提供を受けることが不要となった場合あるいは役務の提供を

受けることができなくなった場合であっても、被控訴人は、変わらず役務を

提供せざるを得ないシステムになっている。そうすると、本件チケットの購

入契約においては、当事者間に人的信頼を基礎に置く委任契約に認められて

いる民法６５１条を類推適用して任意解除権を認めることは相当ではない。 

  ⑵ 控訴人は、前記第２の３⑵のとおり主張する。 

   ア 確かに、誤購入や急な予定変更により、チケット購入者にとっても思わ

ぬ形で、チケットが不要となる場合があるところ、被控訴人が販売する本

件チケットは、一般消費者が購入するチケットとしては高額であり、購入

者の経済的負担は軽視できない。また、スタジオ・パスについては、無償

で、本来の入場予定日の９０日後までであれば、入場日を変更することが

可能となったとはいえ、海外を含む遠隔地からの利用者については、旅行

そのものが中止になったような場合には、９０日以内にＵＳＪを訪れるよ
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うに日程を調整することは困難であることも少なくないと考えられる。 

     しかし、そうであるからといって、本件条項１が民法１条２項に規定す

る基本原則に反して消費者の利益を一方的に害するものと直ちに評価する

ことはできない。そして、本件条項１の趣旨・目的がチケット価格の高額

化を防ぐことにあり、合理性があることは、補正の上引用した原判決第３

の３で説示したとおりである。また、前記⑴で説示したとおり、ＵＳＪ内

で提供される個々の役務と顧客が購入したチケットに表章される個々の利

用権との間には、直接の対応関係がなく、チケット購入者の個別的な事情

により、役務の提供を受けることが不要となった場合あるいは役務の提供

を受けることができなくなった場合であっても、被控訴人は、変わらず役

務を提供せざるを得ないシステムになっているのであるから、顧客が任意

にキャンセルできることになれば、被控訴人において役務提供のために要

した費用に見合った収入を得られなくなるおそれがあることや、高額な転

売を目的とする者が大量にチケットを購入することの防止がより困難にな

るおそれがあることに照らすと、本件条項１にはやはり相応の合理性があ

り、適合性、必要性及び均衡性のいずれかおいて欠けるところがあるとは

認められない。 

   イ また、本件条項１のただし書（法令上の解除または無効事由等がお客様

に認められる場合はこの限りではありません。）の運用が不適切なもので

あれば、本来、キャンセルが認められるべき顧客の利益を不当に害するこ

とになると考えられるが、それは、本件条項１の定め方の瑕疵ではなく、

解釈運用の不手際であるから、そのことによって、本件条項１が法１０条

後段に該当するものとはいえない。 

⑶ 控訴人が前記第２の３⑶において主張した点については、前記１で原判決

を補正して説示したとおりである。 

⑷ 控訴人は、前記第２の３⑷のとおり主張する。 
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 ア 前記⑴で説示したとおり、ＵＳＪ内で提供される個々の役務と、顧客が

購入したチケットに表章される個々の利用権との間には、直接の対応関係

がなく、チケット購入者の個別的な事情により、役務の提供を受けること

が不要となった場合あるいは役務の提供を受けることができなくなった場

合であっても、被控訴人は、変わらず役務を提供せざるを得ないシステム

になっており、このような状況の下では、消費者が役務提供を受け得ない

状態となったにもかかわらず、そのような消費者に対して事業者が債務を

履行した場合と全く同一の対価を得たとしても不当な利益を得ることには

ならない。 

イ そして、①転売目的でチケットを購入した者と後発的にチケットが不要

となった一般購入者の客観的な区別は困難であるし、②被控訴人において

転売価格を知ることは不可能であって、本来の防止目的である定価を超え

る転売であるか、通常転売者に利益の生じない定価以下の転売であるかを

知ることもできないのであるから、これらの区別なく一律に転売を禁止す

ることはやむを得ないところである。そして、転売が禁止された以上、③

禁止に反して転売されたチケットが無効となり、④ＵＳＪ内で提供される

役務を受領できなくなった購入者は、チケット購入契約による経済的負担

を回収する機会を失うことになるが、転売の禁止には、高額な転売を目的

とする者の買い占めを防止し、それによって消費者である顧客に対し、自

由な転売市場において形成されるであろう高額な転売価格に比べて低廉な

定価で安定してチケットを購入できる機会を保障するという、消費者にと

って利益となる目的・効果があると認められる以上、それが消費者の一方

的な不利益をもたらすものということはできない。なお、不正転売禁止法

は、不正な転売行為を強行法規によって規制するものであって、事業者が

自ら販売するチケットの転売制限の上限を画するものではないから、本件

条項２が不正転売禁止法よりも制限的であるとしても、そのことによって、
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本件条項２が法１０条後段に該当すると認めることはできない。 

ウ 前記ア、イで説示したところを踏まえれば、本件条項２にも相応の合理

性があり、適合性、必要性及び均衡性のいずれかにおいて欠けるところが

あるとは認められない。 

なお、転売サイト（リセールサイト）の開設は、転売目的でチケットを

購入した者が依然としてチケットの保有を継続中であると考えられる、チ

ケットの発売開始に近接した時期に誤購入した購入者の救済には一定の効

果があると考えられるものの、他方、そのような誤購入は、錯誤等、法令

上の解除又は無効事由等が認められる場合に当たることが多いと推認され

るから、リセールサイトを開設しなくても、被控訴人が本件条項１のただ

し書を適切に運用することによって救済が可能と考えられる。これに対し、

使用予定日近くに差支えが生じて行けなくなった購入者については、転売

目的でチケットを購入した者が売れ残ったチケットを処分するためにも転

売サイトが利用可能となるから、時期的に、転売目的購入者の売れ残りチ

ケットの処分と競合し、その結果、チケットの一般購入者がその損失を回

避できなくなることもあり得るところであり、リセールサイトを開設して

もその救済効果には限界があると考えられる。そうすると、経営上の判断

から、被控訴人においてリセールサイトを開設していないことが、直ちに

消費者の利益を一方的に害するものということは困難である。 

  ⑸ したがって、当審における控訴人の補充的主張⑴⑵⑷は、前記１で原判決

を補正の上、引用して説示した当裁判所の判断を左右しない。 

第４ 結論 

   以上の次第で、控訴人の訴えの変更（追加請求）はこれを許さないこととし、

控訴人のその余の請求は、いずれも理由がなく、これを棄却した原判決は相当

であるから、本件控訴を棄却することとして、主文のとおり判決する。 
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大阪高等裁判所第５民事部 

 

裁判長裁判官    德   岡   由 美 子 

 

 

   裁判官    住   山   真 一 郎 

 

 

   裁判官    新   宮   智   之 
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別 紙 

契  約  条  項  目  録 

１（ＷＥＢチケットストア利用規約第８条） 

 １．チケットの種別、理由の如何にかかわらず、購入後のキャンセルは一切でき

ません。但し、法令上の解除または無効事由等がお客様に認められる場合はこ

の限りではありません。 

２（ＷＥＢチケットストア利用規約第３条） 

 １．お客様が、第三者にチケットを転売したり、転売のために第三者に提供する

ことは、営利目的の有無にかかわらず、すべて禁止します。 

３. お客様が第１項又は第２項前項に違反した場合は、お客様が購入されたすべ

てのチケット（当該チケットが転売などの対象とされたチケットであるか否か

を問いません）につき、「パーク」への入場ができなくなる措置もしくは使用

できなくなる措置をとります。なお、その場合も、返金は行いません。 

４. お客様が第１項又は第２項前項に違反した場合は、お客様のＣｌｕｂユニバ

ーサルの会員登録を抹消するとともに、以後、チケットの券種や購入目的を問

わず、会員登録することもチケットを購入することも禁止します。 


